
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関

す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、
平
成
27
年
度
決

算
の
健
全
化
判
断
比
率
を
示
す
４
指
標
と

公
営
企
業
の
資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま

す
。こ

れ
ら
の
比
率
は
、
赤
字
額
や
借
入
金

の
額
な
ど
を
も
と
に
自
治
体
の
財
政
の
健

全
化
度
を
数
値
と
し
て
表
し
た
も
の
で
す
。

い
ず
れ
も
、
値
が
少
な
い
ほ
ど
そ
の
自
治

体
の
財
政
は
健
全
な
状
態
に
あ
り
ま
す
。

総
評平

成
27
年
度
決
算
は
、
い
ず
れ
の
指
標

で
も
基
準
を
下
回
り
、
財
政
状
況
は
健
全

で
あ
る
と
言
え
ま
す
。

そ
の
ほ
か　

農
業
用
水
の
安
定
供
給
お
よ

び
営
農
の
安
定
化
と
生
産
性
の
向
上
を
図

る
た
め
、
老
朽
化
し
た
開
水
路
を
パ
イ
プ

ラ
イ
ン
に
改
修
す
る
県
営
碧
南
用
水
改
修

事
業
に
対
し
、
地
元
負
担
金
を
支
出
し
ま

し
た
。
ま
た
、
市
の
中
小
企
業
の
技
術
力

や
魅
力
を
Ｐ
Ｒ
し
、
販
路
拡
大
に
つ
な
げ

る
た
め
、
も
の
づ
く
り
フ
ェ
ア
の
開
催
や

中
小
企
業
の
販
路
拡
大
事
業
に
対
し
て
補

助
を
行
い
、
商
工
業
の
振
興
に
寄
与
し
ま

し
た
。
そ
の
ほ
か
、
防
災
対
策
行
動
計
画

等
調
査
検
討
研
究
を
大
学
と
の
共
同
研
究

に
よ
り
実
施
し
ま
し
た
。

総
括歳

入
は
、
決
算
額
308
億
２
千
504
万
円
で

対
前
年
度
比
8.2
％
増
と
な
り
、
市
税
は
主

要
な
収
入
源
で
あ
る
市
民
税
、
固
定
資
産

税
が
と
も
に
減
少
し
て
お
り
、
前
年
度
比

2.3
％
減
と
な
り
ま
し
た
が
、
地
方
消
費
税

交
付
金
と
ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
が
大
幅

な
増
と
な
り
ま
し
た
。

歳
出
は
、
決
算
額
290
億
８
千
847
万
円
で

対
前
年
度
比
7.7
％
増
と
な
り
、
道
路
や
公

園
な
ど
の
整
備
に
か
か
る
土
木
費
は
、
棚

尾
地
区
都
市
再
生
整
備
計
画
事
業
に
関
連

す
る
整
備
工
事
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度

比
７
億
４
千
642
万
円
増
（
18.5
％
増
）
、
教

育
費
は
、
南
中
学
校
本
館
校
舎
の
建
設
工

事
や
臨
海
体
育
館
の
空
調
設
備
の
更
新
工

事
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度
比
６
億
７
千

618
万
円
増
（
19.3
％
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

な
お
、
歳
入
財
源
と
し
て
借
金
（
市
債
）

を
16
億
７
千
380
万
円
発
行
し
、
歳
出
で
は
、

貯
金
（
財
政
調
整
基
金
）
に
10
億
９
千
927

万
円
の
積
立
を
行
い
ま
し
た
。

健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す

問
合
せ　

行
政
課
財
政
係

健全化判断比率　　　　　　　 　（単位　％）

※「－」は資金不足でないことを示しています。

病院事業

水道事業
企業会計決算

特別会計決算

都市計画税の充当状況

市税の内訳

資金不足比率
（企業ごとに資金不足（赤字）の割合を示します）（単位　％）

公営企業会計名 公表数値

ー
ー

水道事業会計

公共下水道事業特別会計

経営健全
化基準

病院事業会計 20.0
ー

固定資産税

特別土地保有税
市たばこ税
軽自動車税

項目
市民税  
（個人）
（法人）

627万円
都市計画税 11億3,787万円

決算額
74億7,606万円

（47億2,830万円）
（27億4,776万円）
86億9,592万円

４億8,608万円
１億4,231万円

下水道事業
土地区画整理事業

事業費
公園事業

２億5,155万円
14億4,600万円
１億1,150万円

項目
2,163万円

９億4,496万円

充当金額

4,114万円
地方債償還 １億9,914万円 １億3,014万円
合計 20億 819万円 11億3,787万円

会計名
国民健康保険

歳入

公共下水道事業
5,776万円

43億 128万円
訪問看護事業

71億6,744万円
41億 21万円

後期高齢者医療保険

71億5,606万円

4,504万円
39億1,215万円

介護保険

歳出

41億4,907万円
７億4,886万円 ７億4,672万円

収益的収支 14億7,254万円
収入

資本的収支
12億8,482万円

１億9,719万円

支出

６億8,199万円

収入
75億6,220万円

資本的収支
収益的収支 78億1,371万円

15億5,428万円

支出

19億4,851万円

※「－」は実質的な赤字、将来負担が発生し
ていないことを示しています。
●実質赤字比率は、一般会計などの赤字の割
合を示すものです。
●連結実質赤字比率は、市全体の会計の赤字
の割合を示すものです。
●実質公債費比率は、一般会計などが負担す
る借入金の返済額などの割合を示すもので
す。（３か年平均）
●将来負担比率は、一般会計などが将来負担
すべき借入金などの割合を示すものです。

公表数値指標
実質赤字比率
連結実質赤字比率

0.9

－
－ 17.57

12.57

25.00

早期健全化基準

将来負担比率
実質公債費比率

－ 350.00

5

９
月
市
議
会
で
認
定
さ
れ
た
一
般
会
計
、

５
つ
の
特
別
会
計
、
２
つ
の
企
業
会
計
に

つ
い
て
、
大
切
な
お
金
の
使
い
道
を
報
告

し
ま
す
（
金
額
は
す
べ
て
１
万
円
未
満
四

捨
五
入
）
。

問
合
せ　

行
政
課
財
政
係

【
歳
入
】

歳
入
の
58.2
％
を
市
税
が
占
め
て
い
ま
す
。

市
税
の
な
か
で
は
、
固
定
資
産
税
が
48.5

％
、
市
民
税
が
41.6
％
で
全
体
の
90.1
％
を
占

め
て
い
ま
す
。

ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
は
６
億
３
千
97

万
円
余
（
前
年
度
比
208
・
４
％
増
）
と
な

り
ま
し
た
。
ま
た
、
消
費
税
率
引
き
上
げ

の
影
響
が
平
年
度
化
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り

地
方
消
費
税
交
付
金
は
14
億
９
千
229
万
円

余
（
前
年
度
比
64.2
％
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

【
歳
出
】

民
生
費　

臨
時
福
祉
給
付
金
お
よ
び
子
育

て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
の
支
給
を
行
い

ま
し
た
。
ま
た
、
中
央
児
童
ク
ラ
ブ
分
館

の
整
備
や
保
育
園
施
設
の
老
朽
化
に
伴
う

改
修
な
ど
の
整
備
を
行
い
、
子
育
て
環
境

の
充
実
に
努
め
ま
し
た
。

土
木
費　

棚
尾
地
区
都
市
再
生
整
備
計
画

事
業
に
関
連
す
る
整
備
工
事
、
伊
勢
お
よ

び
下
山
第
二
土
地
区
画
整
理
事
業
に
対
す

る
補
助
、
主
要
地
方
道
岡
崎
碧
南
線
に
お

け
る
電
線
共
同
溝
の
整
備
工
事
、
衣
浦
港

２
号
地
の
工
業
用
地
造
成
工
事
な
ら
び
に

市
営
住
宅
建
替
・
長
寿
命
化
工
事
な
ど
を

行
な
い
ま
し
た
。

総
務
費　

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
法

に
基
づ
き
、
碧
南
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
を
踏

ま
え
た
今
後
５
年
間
の
目
標
や
具
体
的
な

施
策
を
ま
と
め
た
「
碧
南
市
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
を
策
定
し
ま
し

た
。ま

た
、
碧
南
市
の
魅
力
や
さ
ま
ざ
ま
な

取
り
組
み
を
紹
介
し
、
碧
南
市
へ
の
移
住
、

定
住
に
つ
な
げ
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
Ｐ

Ｒ
動
画
「
龍
が
護
る
街
」
を
作
成
し
ま
し

た
。

教
育
費　

南
中
学
校
本
館
校
舎
の
建
設
工

事
、
新
川
小
学
校
の
屋
内
運
動
場
と
全
中

学
校
の
柔
剣
道
場
・
卓
球
場
の
吊
り
天
井

撤
去
工
事
を
行
い
ま
し
た
。

ま
た
、
臨
海
体
育
館
の
空
調
設
備
の
更

新
工
事
を
行
い
、
施
設
の
利
用
環
境
の
向

上
に
努
め
ま
し
た
。

衛
生
費　

市
が
実
施
し
た
子
宮
頸
が
ん
予

防
ワ
ク
チ
ン
の
接
種
後
に
、
現
症
状
を
有

し
て
い
る
実
態
に
即
し
て
適
切
な
医
療
が

受
け
ら
れ
る
よ
う
支
援
し
ま
し
た
。

ま
た
、
住
宅
用
太
陽
光
発
電
設
備
の
設

置
費
補
助
の
ほ
か
、
住
宅
に
お
け
る
ク
リ

ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
を
支
援
す
る
こ

と
に
よ
り
、
地
球
温
暖
化
防
止
に
寄
与
し

ま
し
た
。

平
成
27
年
度
会
計

一
般
会
計

決
算
報
告

け
い

繰越金　14億9,614万円（4.9%）
地方消費税交付金　14億9,229万円（4.8%）

※（　）内は構成比です。

市債　16億7,380万円（5.4%）

一般会計歳出総額
290億8,847万円
前年度比7.7％増

一般会計歳入総額
308億2,504万円
前年度比8.2％増

そのほか
37億491万円（12.7%）

衛生費
33億5,717万円（11.5%）

教育費
41億7,669万円（14.4%）

総務費
45億8,850万円（15.8%）

土木費
47億7,784万円（16.4%）

民生費
84億8,336万円（29.2%）

市税
179億4,450万円（58.2%）

国庫支出金
35億869万円（11.4%）

そのほか
47億963万円（15.3%）
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